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1D3 移動体通信に 関する研究開発プロセスの 比較分析 
一ノクヱ一 デン とアイ ンランドー 

0 伊地知 覚博 ( 科技庁・科学技術政策研 ), 平澤 冷 ( 東大総合 ) 

「． 序 

近年，日本をはじめ 欧米各国において 携帯電話が急速に 普及し始めている・その 基礎となる移動体通信シス 

テム の技術は， 1970 年代前後から 研究開発が開始され ， 1980 年代には研究開発の 展開とともに 現在普及して 

いる通信方式の 規格が日米欧において 定められた．移動体通信は ，通信事業の 民営化や規制緩和による 市場 創 

出の好例として 引き合いに出されることが 多い・移動体通信は ，無線通信方式であ って従来の有線方式とは 異 

なるシステムであ ったために，その 事業の展開が ，国営であ った通信事業の 民営化や，単一企業による 独占 か 

ら 複数の企業による 市場競争へという 政策の転換とも 合致して，コスト 低減とサービス 向上が促され ，結果と 

して急激に市場が 拡大していると 言われている． 

移動体通信の 研究開発は，規格標準化活動との 関連でも興味深い・ 当初は，移動体通信の 規格は，各国別々 

であ った．しかし ，とくに欧州内において 移動した別の 国においても 同一の加入者端末 ( 電話機 ) が使用でき 

ること ( 国際ロ ー ミング ) が求められ始めた．そこで ，はじめ，北欧 4 か 国のアナロバ 移動体通信の 統一規格 

として NMT が制定され， 1981 年に運用が開始された・ついで ， 1982 年に欧州全体のディジタル 統一規格の制 

定に着手されて ， GSM が制定され， 1992 年に運用が開始された・このような 標準規格制定の 過程において 研 

究 開発を有効に 実施することができたかどうかが ，標準化活動への 対応や研究開発マネジメントの 観点から 検 

試 される必要があ ろう．なお，現在，ディジタル 移動体通信の 世界標準規格として 3 つが認められており ， 一 

っは GSM であ り，他は，米国を 中心とする IS-54TDMA と日本を中心とする PDC であ る．それぞれ ，各地域 

内のみならず ，中東欧，アジア・ 太平洋地域でも ，これらの規格に 準拠したサービスが 展開され始めている． 

移動体通信の 加入者端末および 基地局の設備・システムの 市場には多くの 企業が参入している．このうち ， 

GSM については， Ericsson ( スウェーデンが 本拠，以下同じ ), Nokia ( フィンランド ), Motorola ( アメリカ合 

衆国 ) の 3 社が世界の 65 一 75% のシェアを握っていると 報告されている [1]. しかしこの 3 社は元々中核 技 

術 として備えていた 技術分野が異なる． E Ⅱ csson は通信のソフトウェア 技術に強く， Nokia は電子通信機器と 

いったハードウェア 技術に強いと 言われてきた．他方， Molorola は半導体というデバイス 技術から移動体通信 

技術に展開してきている．この ょう な背景とする 中核技術の違 いが 研究開発の展開にどのような 違い る 与えて 

いるのかも興味深い． 

さらに，移動体通信の 有力企業 2 社が人口の少ない 北欧諸国に本拠地を 置く企業であ ることにも注目すべき 

であ る．移動体通信の 市場が拡大した 現在となっては ，企業グルーブ 全体として世界全体ではあ る程度の規模 

をなすものの ", それほど大量の 研究者，技術者をさまざまな 技術領域に投入できたとは 考えがたく，焦点を 

  

， @  本稿で述べられた 見方は， もっぱら著者らのものであ って，科学技術庁科学技術政策研究所の 見方を代表するものではない   

， 2  現在．従業員数は． E Ⅱ csson が @ ㏄ か 国以上で 85, ㏄ 0 人， Noua が約 45 か 国で何．㏄ 0 人であ り，また．研究者・ 技術者数は・ Encsson 
が グループ全体で 約 20 か国 ・ l8, ㏄ 0 人， Nokia グループの本社直轄研究開発部門であ る NokiaRe ㏄ 町 chCenter が 3 か国 ・ 570 人であ る   
Ⅱ， 2l. 
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絞った研究開発が 求められたことが 推察される・このような 状況下では，国全体として 各セクタの協力のもと 

に効果的な研究開発が 求められよう．一般に ，北欧諸国では 企業・大学・ 国立研究機関の 相互連携がよく 行わ 

れていると言われるが ，とくに，移動体通信の 研究開発に関してどのような 組織的連携が 見られたかという   占 

も興味あ る分析の視   占 であ る． 

さて，本研究では ，移動体通信技術に 関する研究開発の 組織過程を分析するために ，知的成果物データベー 

スに 基づいて，学術文献や 特許に表れる 研究者・技術者の 氏名を手がかりとして 研究開発の組織過程を 構造化 

して表現する ，著者らが開発してきた 方法論 [3] を用いる・この 方法論によって 作成された研究開発過程を 表 

現する図を " 動的活動連関 図 " と呼ぶ．この 手法は，公開データを 用い，分析者の 恋 意 性を排除した 客観的手 

続きに従ってそれを 処理することに 特徴を有している・そして ，本稿では，北欧 2 か 国に本拠地を 置く企業 2 

社 とその本拠があ る国一 Encsson および Sweden, Nokia および Finland 一について比較分析を 行 う   

2. 分析対象技術の 概要 

移動体通信は ，無線通信技術や 音声符号化 複骨 化技術といったディジタル 通信技術を基盤としている・また ， 

装置としての " 携帯電話 " という点で見れば ，電池・集積回路・アンテナといったデバイスも 重要であ り，移 

動体通信はさまざまな 要素技術が統合されて 構成されている 技術であ る [4]. 中でも移動体通信を 他の技術と 

区別して特徴づける 中核的技術は ，通常の " 移動体電話 (mobiletelephone ドの 別称が " セルラー電話 (ceIlular 

lelephone ゾ であ ることからもわかる よう に，ゾーン ( 基地局から電波の 届く範囲，セルとも いう ) 間の移動 

にかかわらず 通信を維持するチャネル 選択技術であ る   

移動体通信にはさまざまな 種類があ る．まず，伝送方式によりアナロバとディジタルに 大別される．現在は 

加入者数の増加に 対応、 してディジタル 方式の研究開発が 進められ，市場においてもディジタル 方式が増加して 

いる．また，チャネルの 分割方式により ， FDMA, TDMA, CDMA といった種類にも 分けられる，規格にはさ 

まざまなものがあ り，使用する 周波数帯，チャネル 分割等において 異なっている．代表的な 規格として， NMT, 

AMPS の -AMPS, TACS 胆 TACS, GSM, DCSl8 ㏄， PDC 等があ る   

3. 方法論 

3.1. 方法 

著者らがこれまでに 開発してきた 方法論を用いる [3]   

3.2. データ・セット 

本研究は，世界で 活動する企業グループおよび 特定の国の研究開発機関の 研究開発活動を 把握することが 目 

的であ るため，特許と 学術文献の双方のデータベースを 用いる， 

まず，特許に 関しては，データベースとして ，バテント， フ データベーア ミ リー をデータとするⅢ PADOC 

スを 用いた，なお ，パテント，ファミリーとは ，同一のクレームをもつ 特許が，複数の 国・機関に出願された 

場合に，ファミリーとして 1 つにまとめられたものであ る・サーチ・ キ 一については ，世界共通の 分類であ る 

国際特許分類を 用いた，対象とした 技術は，移動体通信を 特徴づける中核的技術であ る無線方式による 通信の 

チャネル選択に 関わる技術であ り，これに対応するサーチ ，キ ー として検索に 用いた国際特許分類を 表Ⅰに 示 

す 

一方，学術文献に 関しては，対象技術が 通信分野であ ることから，データベースとして ， INSPEC データベー 
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表 1 移動体通信の 中核的技術に 対応する国際特許分類 

H040@7/00@(as@group) Selecting‖rrangements》o『hich《ubscribers‖re…onnected」ia〉adio〕inks｛r（nductive〕inks 

表 2  移動体通信に 対 G するⅢ SPEC の分類および 統制 語   
冊 "' Ⅰ。 。 ね " Ⅴ " 可め "' 
B6 ㏄ 0 communications 
B62 ㎝   telecommu 巾 ca Ⅰ On 

B6250   ・ ァ adio  Iinks 皿 d  的 uipment 

B6250F       mob Ⅱ le 憶 dio も yste 皿 s(inc と di れ れ甘 ceA 正ノ la Ⅰの メ 「 0) 

D4 ㏄ 0 Of 行 ceautomatI0n 一 COmmUmca Ⅰ On5 

D4 ㏄ 5                                                                                                                 " 材 i0 円 9 加 g) 

JNS Ⅰ 宵 CCoo れ肪 Ⅳ 晦 Ⅰ下 W 沖 $ 
mob Ⅱ eco 皿 lmlumca 廿 on  syste Ⅱ 醸 
mobIler 名山 0syste Ⅰ め 
ce Ⅱ 皿 arradio 

mob 且 llleradio 

mobile@communication 

  上記のうち，太字の 分類および統制詔 は ついて検索した   

スを 用いた・サーチ・ キ 一については ， INSPECC ㎏ s 市 cations 中に，移動体通信に 対 G する分類があ る．一方， 

移動体通信に 関連する統制詔 (controlledterms) が付与されているものの INSPECC 広 s 田 cations の 対 G する 分 

類 が付与されていないレコードもわずかであ るが存在した．そこで ，検索にはⅢ SPECOassinIcalions の分類を 

用い，補完的に 統制語を用いた．サーチ・キ ー として検索に 用いた分類および 統制語を表 2 に示す． 

検索対象組織は ，スウェーデンおよび E 「 hCsson グループ，フィンランドおよび Nokia グループであ る．そこ 

で，特許については ，出願人の国籍が 当該国 ( スウェーデン ，フィンランド ) であ るか，または ，出願人が当 

該 企業グループ (E Ⅱ csson グループ， Nokia グループ ) に含まれているパテント・ファミリーを 検索した． 分 

析 に用いた発明者のデータは ， バテント・ファミリ 一中のべーシック・バテントを 基にした．一方，学術文献 

については，第一著者の 所属機関が当該国または 当該企業グループにあ るレコードを 検索した．検索された 学 

荷文献の中から ，原著論文や 学会発表等の 論文 (con た %ncepa 下 r) のみを選択し 総説 ( だ view) や解説記事等 

は除外した． 

4. 分析 

図 1,2 は，それぞれ ， Encsson+Sweden, Nokia+Fin ㎞ d の移動体通信技術の 研究開発に関する 動的活動連関 

図 であ る・本稿では ，紙幅の都合により ，その一部で ，最大の研究開発グループの 部分だけを掲載している． 

それから，特許の 出願人 (applicmt) / 譲受人 ( ㏄ signee) については，必ずしも 発明者の所属機関と 一致しな 

い場合もあ る・そこで，学術文献の 著者の所属機関 (affnliation) と特許の出願人Ⅰ譲受人について 註 ， 3 を付し 

た 
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図 Ⅰ 移動体通信に 関する動的活動連関図一 Ericsson+Sweden ( 部分国 ) 
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図 1 移動体通信に 関する動的活動連関図一 Ericsson+Sweden ( 部分 国 ) ( 続き ) 
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図 2 移動体通信に 関する動的活動連関図一 Nokja+Fin]and ( 部分国 ) 

一 64 一 



4.1, 研究開発過程の 全般的特徴 

まず，研究開発過程の 全般的特徴を 比較する，表 3 に示されているように ，特許数はほとんど 変わらない   

しかし学術文献数はスウェーデンが 多い・これより ，スウェーデンと 比べて，フィンランドでは 技術開発に 

重点が置かれていたことがわかる   

次に，研究開発の 開始時期や，年間あ たりの 報 数の推移について 見てみる・図 3 に示されているように ，ス 

ウェーデン全体としては ，すでに 1970 年前後より学術文献が 発表されたり 特許が出願されたりしている・ な 

お ，最大の研究開発グループ 内では，最初の 学術文献は 1980 年に，特許は 1973 年に出されている・また ，学 

術文献や特許の 年間あ たりの 報 数が増加し始めたのは ， 1988 ～ 89 年であ る・一方，フィンランド 全体として 

は ，学術文献が 発表されたり 特許が出願されたりのは 1980 年前後であ り，最大の研究開発グループ 内では， 特 

許は 1987 年に，学術文献は 1990 年になって初めて 出されている・ 特許の年間あ たりの鞍数が 増加し始めたの 

は ，やはり 1989 年であ り， 1992 年以降は，スウェーデンを 上回っている   

これらのことから ，スウェーデンが ，学術研究においても 技術開発においても 先行していたことがわかる・ 

しかし技術開発が 急速に活発化し 始めたと考えられる 1989 年以降現在に 至るまで，スウェーデン と フィン 

ランドとでは 学術文献も特許も 報数の占では 差がほとんどない． 1992 年の GSM の運用開始以降も ， GSMPhase 

2+ 等，さまざまな 規格の策定作業が 進められており ，これらとも 対 G してディジタル 移動体通信の 研究開発 

が 進められてきていると 考えられる． 

動的活動連関図の 中で，垂直方向の 破線が密になっている 部分は，その 時期に，研究開発チーム 間での ノ ン 

バ 一の大きな組み 替えが最大の 研究開発グループ 全体として見られたことを 意味していると 考えられる．この 

ような時期が ，スウェーデンでは ， 1991 一 92 年と 1993 一 94 年に ，ブ インランドでは ， 1994 年に見られる．フィ 

ンランドについては ，この垂直方向の 破線で示されるつながりがなければ ，この最大の 研究開発グループは よ 

り小さな複数のグループに 分散したままであ ったはずであ る．スウェーデンにおいてもフィンランドにおいて 

， 3  学術文献の著者の 所属機関と特許の 出願人 / 譲受人 
口企業グループ 

Mcsson グループの本部 巾 ㏄ dqu 沖 ers) でグループ各社の 親会社は TelenonABLME 「 hCsson であ る，よって，スウェーデン 国内の特 

許出願では， TelefonABLME 「 hcsson が出願人となる・ 外国，たとえば 米国に出所があ ると考えられる 特許では， Encsson,Inc. (ex. 
E 「 iCssonGEMobileCommunica[ions.Inc.) が出願人 / 譲受人となる．なお ，実際の研究開発実施組織は．バループの 子会社の 1 つで 
あ る E 「 nCssonRadioSystemsAB  等であ り，学術文献の 著きの所属性 関 として表示されている・ 

一方，現在， Nokia グループは， NoklaTele ㏄ 血 mumcatlo ㎎ Oy  (ex.Te@eenokiaoy),  NokiaMobilePhones,L[d.  (ex.Mobiraoy,Technophone 
Oy; NokiaMa 化 apuhelimetoy),  NokiaGeneralCommu ㎡ catlons 片 ㏄ uctSoy の 3 つで構成されている．これらが 特許の出願人 / 譲受人 
になる・同一の 特許について ， NokiaTelecommu ㎡ cationsoy と NokiaMobilePhones,Lld. の両方に出願人 / 譲受人があ ったり．同一 
の研究きによる 発明でも，特許によって 出願人 / 譲受人が異なる 場合があ る．これらは ，研究開発安の 出所によっていると 推察され 

る・なお， NoklaTeleco 血 mu ㎡㏄ tionsoy はディジタル 通信技術の研究開発を ， NokiaMob Ⅱ hePhones.L[d. は無線電話技術の 研究開発を 
担当している． また，実際の 研究開発実施粗織は ，学術文献の 著きの所属機関として 表れる本社直轄の 組織であ る N0kiaResearch 
Center であ る   

口 通信事業者・ 国立研究機関 
スウェーデンでは・ 通信事業は．元々・ SwedishTelecomRadioAdministr 燕 on (TeleverkeI) 一日本の郵政省と @ 日日本電信電話公社 
に 相当一が担っていた．したがって ， 1993 年 7 月の Televe 化 e[ の通信事業の 民営化までは 特許の出願人 / 謀 支人は Te 旺 ve 士 et となって 
いた．民営化後は ， Televerket の通信事業部門は 政府が全額出資する Te Ⅱ aaAB に転換し研究開発はおもに Tel@a グループの研究開発 
子会社であ る Te Ⅱ zaRese 師 chAB が担うようになった・ 民営化後は，特許の 出願人 / 譲受人は Te Ⅱ iaAB となっている ，なお，民営化 
に 伴い Televerket の監理部門は ， Post- ㏄ hTeleslyrelsen (NaIion 杣 Bo 打 dofPos は㎝ dTel ㏄ ommunjc 血 。 歴 ) に移った． 

一方．フィンランドでは．通信事業は ，政府が全額出資する Te@ecomFin@d,Ltd. 一日本の @ 日本名 信屯 諸公社に相当一が 元々独占 
し対 G する政府機関は ， Posh@JaTelelaltos 一日本の郵政省に 相当一であ った， 1980 年代後半より 通信事業市場の 自由化が進められ 
ているが・ 1992 年においても ，本分析事例の 中では・ TelecomFin@and,Ltd. の特許の出願人 / 謀受人が Po 如 jaTelel 皿 os となっている   
国立研究機関としては． Technic 杣 Rese 符 chCenterofFinland (V Ⅰつがあ る． 
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表 3 移動体通信に 関する動的活動連関 回 に表れる研究開発活動の 概要 
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図 3 移動体通信に 関する学術文献・ 特許の報数の 推移 

も，この時期，チームの 組み替えをもたらした 何らかの状況の 変化があ ったと推測される   

図 1,2 で水平方向の 実線で示されているように ，スウェーデンにおいてもフィンランドにおいても ，長期に 

わたって継続している 研究開発チームがいくつか 見られる・しかも ，その多くが 1 人だけで構成されている 研 

究 開発チームであ る・また，研究開発チームのメンバー 数は，一部のチームを 除き 1 一 4 名であ る．この ょぅ 

に ，研究開発チームは ，おもに小規模のメンバ 一で構成されていることがわかる   

4.2. 企業・大学・ 研究機関間の 連携 

スウェーデンの 最大の研究開発グループの 中で ordersg 品 153 の研究開発チームは ，ほとんど学術文献だけ 

を発表したクラスターとなっている・ 最大の研究開発グループ 内で他の研究開発チームとつながりがあ るとは 
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いえ，発明して 特許を出願する 研究開発チームとは 分離された一群であ る・これらの 研究者の所属機関につい 

て見てみると ， EricssonRadioSystemsAB  (ERA) の他に， RoyalIns 面 uteofTechnology(KTH:KungITekniska 

HOgsk 刮 ㎝ ) や LundUnjverSlty といった大学も 含まれている   スウェーデンには ，「研究」だけを 行っている 一 

群があ ったことがわかる． 

連携の形態について 詳細に見てみると ， まず，キーパーソン 1 人であ る Gudmundson,B.(orders62 コ 2) は ， 

KTH  から ERA  に異動している・ Fordigh,M.(ordersl03 一 105) は KTH  に所属する一方， ERA  のメンバーとも 共 

箸 で論文を書いている．この E 「 hCsson グループを中心とする 最大の研究開発グループの 中にあ って， ordersl3 ㌔ 

145,147-149  にかけて Lund  University  の研究者による 学術文献が並ぶが ，これは，その 中のメンバ一のⅠ人で 

あ った Ekelund,B  . が，その後 ,  Enicsson,Inc.(ex.E 「 hCsson  GE  MobileCommunicalions,Inc.)(U.S.) において， 最 

も 多くの特許の 発明者となっている Dent,P.W. との共同発明があ るからであ る．他にも Dent,P.W. は， order83 

で， LundUnjversity の研究者との 共著論文があ る・これら以外には ， Ericsson グループの研究者とこの Lund 

University の研究者とのあ いだにはつながりは 見 あ たらない・また ，やはりキーパーソンの 1 人であ って最も 

多くの特許の 発明者であ る Dent,P,W. も，特許情報から 判断すると，スウェーデンからアメリカに 異動してい 

る ・ 

一方で，スウェーデン と アメリ ヵ にあ る研究 拠占 間での連携が 見られる・キーパーソンの 1 人であ って最も 

多くの研究開発チームに 含まれている Raith,K. は，はじめ UddenfeIdt,J. らとともに ERA において研究開発を 

行っていたが ， 19% 年頃 に E Ⅱ csson,Inc. に異動して連携を 保ちつつ研究開発を 進めていたことがうかがえる． 

スウェーデンのそれ 以外の研究開発グループでは ， Ehcsson グループの他に ，通信事業者であ る TeIiaAB(ex. 

SwedishTelecomRadioAd ㎞ nistration(TeIeverke のやその研究開発子会社であ る TeIiaResearchAB や， 他の大 

学 ，非営利研究機関であ る SwedishInstiluleofCompulerScjence 等の研究者による 成果があ るものの，組織的 

には大きな展開になっていない． 

これらより，スウェーデンでの 移動体通信に 関する研究開発の 中心は，おもに Ericsson グループの中で 行わ 

れたといえる ，しかも， E Ⅱ csson グループ内では ，スウェーデンのみならず ，アメリカにおいても 研究開発が 

行われている・ Encsson の資料 [1] によれば，現在，ディジタル 移動体通信の 研究開発の本部はアメリカに あ 

るとされている・スウェーデン 国内における 組織間の連携よりも ，アメリカ とョ一 ロッ バ という 2 大市場で ， 

かつ，それぞれの 規格をもつ地域に 置かれた Encsson グループ内の 研究開発拠点間での 連携に研究開発の 中核 

があ ったことがうかがえる． 

フィンランドの 最大の研究開発グループの 中には，学術文献だけを 出している研究開発チームのクラスター 

はな い ．ほとんどが No ㎞ a グループ内の 研究者による 特許や学術文献であ る．他の所属機関との 連携について 

詳細に見てみると ， OuIuUnjversity の㎝ sic,S. らが Nokla グループの研究者と 共同発明をしている (orderl2). 

また， Hels;n は Universjly  の Tanskanen,J.M.A. は，もともとは N0HaRese 肝 ch  Center に所属している Laakso,T. 

らとともに共著で 学術文献を書いている (order22).  さらに， Malk ㎝ 緬 ， E. は， HelsinH  UniversityofTechnoIogy 

に 所属して学術文献を 発表し研究を 行う一方， NokiaMobiIePhones,Ltd. が出願人Ⅰ譲受人となる 特許の発明 

者として開発を 行っていた・その 後， 1992 年頃 に， NoklaRese 荻 chCenter に異動している．一方， Nokia の 資 

料 [2] によれば，現在， Nokia グループにはフィンランド 以外にアメリ ヵと 日本に研究開発艇首があ るが，観 

察された 時占 ではこれらの 艇首 に 所属する研究者との 連携は見あ たらない． 

一方，フィンランドのそれ 以外の研究開発グループでは ， Nokia グループの他に ， 他の大学 ( たとえば， 
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Lap ぴ enrantaUniversity  ofTechnology  等 ),  国立研究機関であ る TechnicaIRese 町 ch  CenterofFinland  (VTT) 等の 

研究者による 成果があ るものの，組織的には 大きな展開になっていない． 

これら よ り，観察された 時点まででは ，フィンランドでは ，もっぱら Nokla グループの中で ，しかもフィン 

ランド国内で 研究開発が行われていた．なお ， Nokia グループには ，ディジタル 通信技術を担当する Nokia 

Telecommunjcationsoy  と ，無線電話技術を 担当する NoklaMobilePhones,Ltd. があ り・ディジタル 移動体通信 

技術はまさにこの 両者にまたがる 技術であ る・そして，特許の 出願人 / 譲受人に双方が 挙がっていたり ，各社 

を 出願人Ⅰ譲受人とする 特許がほぼ半々ずつあ るように，グループ 内において統合してディジタル 移動体通信 

技術の研究開発に 取り組んでいたことがうかがえる   

5. 考察と課題 

まず，スウェーデン ，フィンランドとも ，それぞれに 拠点を置く企業バループであ る Encsson と Nokia が ， 

移動体通信に 関する研究開発の 中心であ ったことが明らかとなった・しかも ， Encsson の場合には，スウェー 

デン内のみならず ，大きな市場であ りかつ本国とは 異なる規格を 採用しているアメリカにも 研究開発拠点があ 

り ，これらの 拠占 間で連携して 研究開発活動が 進められていた   一方， Nokia の場合には，フィンランド 国内 

でもっぱら研究開発活動が 進められていた． 

大学との組織的連携は ，スウェーデン ，フィンランドとも 全面的に行われているわけではなかった ，独立し 

た小さな研究開発グループの 中に，大学の 研究者によってメンバーが 構成される研究開発チームが 多くあ った 

からであ る・ただし両国とも ，一部のキーパーソンについて ，大学で「研究」を 主として行っていたのが ， 

民間企業に異動して「開発」を 主として行う よ うになったという 例が見られた． 

企業グループと 国立研究機関あ るいは民営化後の 通信事業者の 研究機関との 組織的連携はほとんど 見られ ろ 

かった，しかしとくにスウェーデンにおいて ，国立研究機関あ るいは通信事業者の 研究機関においても ， 企 

業 グループと並行して 同時期に研究開発が 行われている・ 国立研究機関あ るいは通信事業者の 研究機関におい 

ては，ほとんど 研究者間の連携が 見られ 々  ，その組織過程を 見ると独立した 研究開発グループに 分散していた． 

ただし特許 数 ・学術文献 数 ・研究者数の 点でみると，企業グループよりはるかに 少なく，移動体通信の 研究 

開発は，通信事業者や 国立研究機関ではなく ，通信機器供給業者 ( す な む ち， Encsson グループ， Nokia グルー 

プ ) の主導で行われていたことが 推察される． 

「研究」と「開発」との 連携に関しては ，同一の研究者が 発明して特許を 出願し研究して 学術文献を発表 

するという人が ，とくにスウェーデンに 多く い た，また，表 3 の全研究開発チームに 対する最大の 研究開発 グ 

ループに属する 研究開発チームの 割合にも示されている よう に，研究開発チーム 間にっながりがあ り比較的大 

きな研究開発グループが 構成されていた・ 他の技術開発を 対象とした事例分析では ，一般に，欧米企業での 組 

織 過程では，「研究」と「開発」では 研究開発グループが 分離していたり ，大きな研究開発グループが 構成さ 

れず分散していることが 多かった・しかも ，これらの企業では 製品化に至っていないところが 多かった．とこ 

ろが，この移動体通信の 事例での両国の 特徴は，これらとは 異なっていた・ 1992 年以降から特許数が 増加し 

ていることからも ，基本的技術の 開発にとどまらず ，製品化や次期の 技術につながる 開発活動が積極的に 展開 

されていたことが 推察される． 

また，研究開発チーム 間でのメンバ 一の大きな組み 替えが研究開発グループ 全体として見られた ( スウェー 

デ シ :1991 ～ 92 年， 1993 ～ 94 年 ; フィンランド :1994 年 ), この背景については ，今後，分析を 進めていく 泌   
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要 があ る． 

学術文献・特許といった 知的成果物のデータから 得られた結果を 基にして，スウェーデンおよびフィンラン 

ド における移動体通信に 関する研究開発の 組織過程が観察された．今後，キーパーソンであ る研究者等へのイ 

ンタビューを 行い，より詳細な 情報を得て，研究開発過程と 国や企業グループとしての 研究開発システムとの 

関係や，規格標準化活動への 対 G との関係についての 分析を深めた い   
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